
保育・幼児教育施設の 

受入見込み情報 

 岡山市公式ホームページでは保育園、

認定こども園、幼稚園等の受入見込みに

ついて、最新の状況をお知らせします。 

 下の二次元コードをご利用ください。 

令和５年度 

保育利用ガイド 

認可保育園・認定こども園（２号・３号認定子ども）等利用案内 

 

★ このガイドには、認可保育園や認定こども園、地域型保育事業のほか、保育を利用できる 

施設・事業の利用申込から利用開始後についての重要な事項を記載しています。 

  必ずお読みいただくとともに、令和５年度中は保管してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年４月入園の 

一次募集受付期間 
 令和４年 11 月１日(火) ～ 11 月 18 日(金)  必着  

  受付時間：月～金（祝日・休日を除く） 8：30～17：15 

  ※ 一次募集受付期間中は、岡山市役所本庁舎１階 多目的ルームに臨時受付窓口を設けます。 

  ※ 岡山市役所本庁舎１階 多目的ルームでのみ、11 月12 日(土)・13 日(日)も受け付けます。 

   （受付時間 8：30～17：15） 

  ※ 新型コロナウィルス感染症対策のため、書類の提出については郵送していただくなど、 

   ご協力をお願いします。（郵送の際は、特定記録郵便や簡易書留郵便のご利用を推奨します。） 

 
 

 

令和５年５月以降の入園を希望する場合の 

申込期限 
 利用希望月の前月１日  必着  

 （１日が閉庁日の場合は翌開庁日） 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

メールマガジン 

晴れの日保育通信 岡山っ子プラス(＋) 配信のお知らせ 
 岡山市の保育施設の利用を希望される保護者の皆様へ、保育施設の受

入見込みの更新状況等の情報などを月１回程度（毎月25 日頃）配信して

います。登録する場合は、下の二次元コードを読み取り、空メールを送

信してください。（詳しくは、ホームページをご覧ください。） 

 

メルマガ登録用 

  

岡山市ホームページ 

晴れの日保育通信 

岡山っ子プラス(＋)  

4 ページ 令和５年４月の入園手続きについて 

5 ページ 年度途中の入園手続きについて 

9 ページ 利用申込・利用開始後の注意事項について 

10 ページ 障害児保育について 11 ページ 広域利用について 

12 ページ 利用調整等について 15 ページ 利用者負担額について 

21 ページ 書類の記入方法について 27 ページ 保育施設一覧について 
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１ 前年度からの主な変更点 

 令和５年度の認可保育園や認定こども園、地域型保育事業（以下、保育施設等）の利用申込等について、令和４年

度からの主な変更点は次のとおりです。 

 令和５年度の利用申込をされる場合は、よくご確認のうえお申し込みください。 

内容 令和４年度 令和５年度 参照ページ 

保育利用申込有効期間の
見直し 

利用希望月から３か月間（当該年度内に限る） 
ただし、地域型保育事業利用児が年齢到達に
より転園申込みした場合は、利用希望月から
年度末まで 

利用希望月から一律に年度末まで P.9 

保育利用調整基礎点数表
における、居宅外労働及
び居宅内労働の統合 
（内職を除く） 

居宅内労働の場合、居宅外労働から１点を減
じた点数を適用 
（内職を除く） 

居宅外労働及び居宅内労働を統合
し、従前の居宅外労働の点数を適用
（内職を除く） 
適用年月：令和４年１１月利用申込
分から（１０月１日締切） 

P.12 

 

 
 

２ 保育利用をするためには 

 

 

 保育施設等の利用（申込）をするためには、保育施設等の利用申込にあわせて、『教育・保育給付認定（2 号・3 号）』※1

の申請が必要です。 

◎子どものための教育・保育給付の認定区分 

未就学児の年齢 満３歳以上 満３歳未満 

認定区分 
 
 

  

（法第１９条第１項第１号） （法第１９条第１項第２号） （法第１９条第１項第３号） 

保育必要量 教育標準時間 保育短時間 ／ 保育標準時間 保育短時間 ／ 保育標準時間 

施設利用区分 教育利用※2 保育利用 

保育の必要性 なし あり 

対象施設等 
◇市立幼稚園 
◇私立幼稚園（新制度移行済） 
◇認定こども園 

◇認可保育園 
◇認定こども園 
(◇企業主導型保育事業(地域枠)) 

◇認可保育園 
◇認定こども園 
◇地域型保育事業(小規模保育等) 
(◇企業主導型保育事業(地域枠)) 

利用者負担額
※3 

【満３歳以上】 

無償 

【３～５歳児クラス】 

無償 

【０～２歳児クラス】 

市区町村民税非課税世帯のみ無償 

⇒市区町村民税課税世帯は、保護者の市区町村民

税額に応じた額（P.16 参照） 

 

新制度移行済の幼稚園や認定こども園の

教育利用には、こちらの認定が必要です。 

   認可保育園や認定こども園等の保育利用には、 

  こちらの保育の必要性の認定が必要です。 

 

※1『教育・保育給付認定』とは、小学校就学前の児童をもつ保護者に、保護者の希望や必要に応じた教育・保育サービスを提供す

るため、保育の必要性等を市が認定するものです。 

※2 教育利用をご希望の場合は、『教育利用ガイド』をご覧いただくか、施設に直接お問い合わせください。 

※3 利用者負担額以外に、別途諸費用がかかる場合がありますので、詳細は各保育施設等へご確認ください。 

企業主導型保育事業の利用者負担額等については、各施設へご確認ください。 

教育・保育給付認定について 

１号認定 ２号認定 ３号認定 

1



 

 

 
 利用希望月の１日時点（基準日）で、次の１、２の要件に該当する場合、教育・保育給付認定（２号・３号）を受
けることができ、保育施設等の利用（申込）をすることができます。 

１ 保護者及び児童が岡山市に居住し、住民登録をしている（転入予定者については、利用希望月の１日までに居住

し、住民登録をする）こと 

２ 「保育の必要性」の事由のいずれかに保護者が該当すること（下表参照） 
 

「保育の必要性」の事由※1 教育・保育給付認定の有効期間 

就労 月４８時間以上労働することを常態としている場合 

［２号認定］ 

小学校就学の始期に達するまでの期間 

［３号認定］ 

満３歳に達するまでの期間 

 
内で必要と 

認められる 

期間※2 

妊娠・出産 
出産予定日の前６週（多胎の場合前１４週）から 

産後８週の期間を含む月単位の期間にある場合 

出産予定日の前６週（多胎の場合前１４週）から産後８週の

期間を含む月単位の期間 

疾病・ 

介護・ 

災害等 

・病気やけが、又は心身に障害がある場合 

・親族等を常時介護又は看護している場合 

・震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっ

ている場合 

就労の有効期間と同じ 

求職中※3 
求職活動（起業の準備を含む）を継続的に行ってい

る場合 
３か月間 

就学、 

職業訓練 

就学や職業訓練のため、保育することができない場

合 
保護者の卒業予定日又は終了予定日が属する月の末日まで 

社会的養護 社会的養護の必要がある場合 就労の有効期間と同じ 

育児休業中
※4 

育児休業期間中に保育施設等を引き続き利用するこ

とが必要な場合 

育児休業期間中に保育施設等を引き続き利用することが必

要と認められる期間 

その他、上記に類する状態であると市長が認めた場合  

 育児休業復帰予定※5 復帰予定月の前月から翌月までの３か月間 

採用（起業、就学）予定 採用（起業、就学）予定月の前月から翌月までの３か月間 

その他の認定事由 認定事由により必要と認められる期間 

※1「保育の必要性」の事由の変更により、期間が変更（短縮）となる場合があります。 

※2 満３歳の年齢到達による３号認定から２号認定への変更は、特別な手続きは不要です。満３歳の年齢到達前に、２号認定の支

給認定証を岡山市から送付します。 

※3 保育施設等の利用が決定した児童については、入園した月から３か月間となります。 

※4 育児休業中に保育施設等を利用できるのは、以下のいずれかの場合となります。 

・既に保育施設等を利用している児童が次年度に小学校への就学を控える場合 

・育児休業に係る児童が満１歳になる月の末日まで 

以下の項目は令和５年４月１日以降の適用になります。（令和４年４月２日以降に生まれた児童に係る育児休業を取得している世帯） 

・育児休業に係る児童が「育児休業復帰予定」の事由で利用申込をし、利用調整の結果、利用不可となった場合かつ利用申込を継続

している場合は、その児童が満１歳となる日の属する年度の末日まで（保育の必要性の事由は「育児休業復帰予定」となります。） 

⇒ただし、その児童が利用申込の際に「育児休業の延長が可能で、利用調整において合計点数1 点になるまで減点となることに

不服はない」とした場合、既に保育施設等を利用している児童の認定は「育児休業中」の有効期間までとなります。また、利用

調整の結果、内定となり、その内定を辞退した場合は、既に保育施設等を利用している児童の認定期間は、原則辞退した月の末

日までとなります。 

※5 育児休業に係る児童については、利用申込することも可能ですが、その場合には、利用開始月の翌月末までには職場復帰する

必要があります。 

（注1） 在園児については、次に掲げる事由変更はできません。 

  ①「求職中」から「求職中」への変更         ③「育児休業復帰予定」から「妊娠・出産」への変更 

  ②「育児休業復帰予定」から「求職中」への変更    ④「採用予定」から「求職中」への変更 

（注 2） 教育・保育給付認定満了日の前月に子どものための教育・保育給付認定期間満了のお知らせを送付しますので、締切日ま

でに必要書類を提出してください。 

教育・保育給付認定の要件 
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 保育の必要量（利用時間）は、保護者の「保育の必要性」の事由や就労時間の状況などにより、「保育標準時間（1

日あたり最大11 時間）」と「保育短時間（1 日あたり最大8 時間）」に区分されます。（P.12 参照） 

 また、保育の必要量によって、保育施設等の利用時間や利用者負担額が異なります。 

【利用時間のイメージ】 (例) 開所時間が7:00～19:00 の施設の場合 

  7:00     8:30  16:30   18:00 19:00 

 施設の開所時間       
        

 保育標準時間   原則的な保育時間＝８時間  延 長  

就労等が月120時間以上の 
場合や出産・疾病等の場合  保育標準時間 → 最大で11 時間    

        

 保育短時間  延 長 原則的な保育時間＝８時間 延 長  

就労等が月48時間以上～ 

月120時間未満の場合や 
求職中・育児休業中等の場合 

 保育短時間 → 最大で８時間    

     
                  

※ 開所時間及び保育時間（保育標準時間、保育短時間、延長保育の実施時間）は各施設により異なります。なお、市立保育施設で

の保育標準時間は原則10 時間30 分です。詳細は「認可保育施設一覧」（P.27-P.34）にてご確認ください。 

※ 認定された保育の必要量は、利用することが可能な最大限の枠として設定されるものです。子どもの育成上の配慮等の観点から

保育を必要とする時間帯で利用していただくようお願いします。 

※ 保育の必要量の認定は、やむを得ない事情等により変更できる場合があります。変更を希望される月の前月末までに、就園管理

課にご相談の上、手続きをしてください。遡っての変更はできませんのでご注意ください。 

 

３ 利用できる施設の種類 

◎ 教育・保育給付認定を受けて利用できる保育施設等 
 

 

  
    

 
  

 共働きなど、児童を家庭で保育
できない保護者の代わりに保育
を行います。 

 
 幼稚園と保育園の機能をあわ
せもった施設です。 
 保育を必要とする児童には、認
可保育園と同じように、保護者の
代わりに保育を行います。 

  他の施設より、小規模・少人数
で保育を行います。 
 原則として、満３歳未満の児童
が利用できる施設です。満３歳に
なると連携施設等への転園申込
をすることができます。 
（P.9 参照） 

休園日 原則として、 
    日曜・祝日・休日 
    及び12 月29 日～1 月3 日 

 休園日 保育利用：原則として、 
    日曜・祝日・休日 

    及び12 月29 日～1 月3 日 

教育利用：施設によって異なります。 

 休園日 原則として、 

    日曜・祝日・休日 

    及び12 月29 日～1 月3 日 

 

※ 利用にあたっては、施設での保育において、集団生活に支障のない児童である必要があります。 

※ 休園日や対象年齢については、「認可保育施設一覧」（P.27～P.34）を参照いただくか、各保育施設にお問い合わせください。 

※ 保育施設等の中には、保育時間を延長して保育を実施している施設や、休日等に保育を実施（休日保育）している施設がありま

す。実施施設は「認可保育施設一覧」（P.27～P.34）にてご確認ください。なお、休日保育は、実施施設以外に通う児童でも、教育・

保育給付認定を受けていれば、利用可能な場合があります。詳しくは実施施設にお問い合わせください。 

◎ 教育・保育給付認定を受けていなくても利用できる保育施設や保育サービス 
地域子ども・子育て支援事業 P.19-P.20 参照 認可外保育施設 P.35-P.38 参照 

●一時預かり事業 ●地域子育て支援拠点事業 ●病児保育事業 

●ファミリー・サポート・センター ●利用者支援事業 など 

●企業主導型保育事業 ●特認登録保育施設 

●その他の認可外保育施設 

※ 利用料の無償化の対象となるためには、別途無償化の認定が必要となります。 

０～２歳児 
クラス 

認可保育園 

０～５歳児 
クラス 

保育の必要量（利用時間）の認定 

０～５歳児 
クラス 

認定こども園 地域型保育事業 
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４ 利用申込等について 

 

 

  

一次募集受付期間 
令和４年 11 月１日(火) ～ 11 月 18 日(金)  必着  

市の窓口受付時間：月曜日～金曜日（祝日・休日を除く） 8：30～17：15 
 

○ 郵送及び電子申請での利用申込は、令和 4 年 10 月 25 日（火）から受付を行います。 

 臨時受付窓口の設置について  

○ 一次募集受付期間中は、岡山市役所本庁舎１階 多目的ルームに臨時の受付窓口を設けます。この期間

中、市役所本庁舎９階の就園管理課では、４月入園に関する申込受付は行いません。 

○ 原則として、土曜日・日曜日・祝日は受付を行いませんが、臨時受付窓口（岡山市役所本庁舎１階 多

目的ルーム）でのみ、11 月 12 日(土)・13 日(日)も受付を行います。（受付時間 8：30 ～ 17：15） 

 ※お車でお越しの際は、D パーキング岡山市役所をご利用ください。駐車券の割引処理により、１時間

以内は無料となります。（市役所本庁舎構内駐車場や、その他の駐車場は無料になりません。） 

 受入見込み情報の掲載について  

○ 10 月25 日（火）から11 月18 日（金）の間、令和 5 年４月入園の一次募集に係る各保育施設等の受

入見込み情報を、岡山市ホームページに掲載します。 

○ 受入見込み情報は、あくまで10 月１日時点の在園児を基にした参考情報であり、施設の受入態勢の変

化など施設の状況によって、実際の受入人数と異なる場合があります。 

 令和４年度の利用申込をしている（する予定の）方が令和５年度の利用申込を並行して行う場合の注意  

○ 令和５年度と令和４年度の利用希望施設が異なる場合、令和４年度に利用が決まったとしても、その施

設の利用期間は最長で令和５年３月末までとなります。 

○ 令和４年度の利用が可能となった施設を令和５年４月以降も継続利用するためには、その施設を令和

５年度の利用申込で希望しておく必要があります。 

 ※ 令和５年度の利用希望施設を令和４年度から利用希望する場合は、令和４年度の希望施設の変更手 

続きを行ってください。 
 

二次募集受付期間 
令和４年 11 月 21 日(月) ～ 令和５年２月１日(水)  必着  

市の窓口受付時間：月曜日～金曜日（祝日・休日を除く） 8：30～17：15 
● 一次利用調整から引き続き二次利用調整を希望する方は、「変更届」を提出し希望施設の変更手続きを

してください。 

● 二次利用調整は、一次利用調整の結果、なお受入れが可能な園のみ利用調整を行います。一次利用調整

で利用不可となった施設では、二次利用調整は行われません。 

三次募集受付期間 
令和５年２月２日(木) ～ 令和５年３月１日(水)  必着  

市の窓口受付時間：月曜日～金曜日（祝日・休日を除く） 8：30～17：15 

● 三次利用調整は、内定者の辞退等で受入れが可能となった場合に利用調整を行います。 

※ 新型コロナウィルス感染症対策のため、書類の提出については郵送などのご協力をお願いします。 

※ 郵送の際は、特定記録郵便や簡易書留郵便のご利用を推奨します。 

※ 障害のある児童の保育利用を希望する方は、スケジュールが異なるため、P.10-P.11 をご確認ください。 

令和５年４月１日から入園を希望する場合の利用申込期間 
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 利用申込から利用開始までのスケジュール【令和５年４月入園希望】 

 

 

 

年度途中の入園を希望 

する場合の申込期限 

利用希望月の前月１日の17：15  必着  

（１日が閉庁日の場合は翌開庁日） 
● 年度途中の各保育施設等の受入見込み情報は、申込期限の１週間前から締切日までの間、岡山市ホームページに随

時掲載する予定です。 

 利用申込から利用開始までのスケジュール【年度途中の入園希望】 

  

年度途中（５月１日以降）から入園を希望する場合の利用申込期限 

※ スケジュールについては、あくまで予定であり、 

今後の状況によって変更する場合があります。 
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◎利用申込書等の取得先及び提出先 

取得先 

および 

提出先 

就園管理課、各福祉事務所、各支所（御津、建部、瀬戸、灘崎） 

新年度の一次募集の際は、臨時受付窓口（岡山市役所本庁舎１階多目的ルーム）を開設します。 

 利用申込書等は、岡山市ホームページからもダウンロードできます。 

 Ａ４サイズに印刷してご利用ください。 

  ○入園関係書類ダウンロードページ （右の二次元コードをご利用ください。） 

   【URL】https://www.city.okayama.jp/shisei/0000021680.html  
 

受付時間 上記の各窓口 
平日（祝日、休日を除く） ８：３０～１７：１５ 

 臨時窓口では、１１月１２日（土）、１３日（日）も受け付けます。 

郵送での

提出 

郵送先 〒700-8544 岡山市北区大供一丁目１番１号 岡山市就園管理課 宛 

注意事項 
書類の不足や記載内容等に不備がないか、いま一度確認し郵送してください。 

各締切日必着です。日にちに余裕をもって郵送してください。（特定記録郵便等推奨） 

◎必要書類 
 次の①～④の書類は必須です。⑤～⑥の書類は必要に応じてご提出ください。各様式の記載例は、P.21-P.26 を参照

してください。 

①『教育・保育給付認定申請書兼保育利用申込書（２号・３号認定用）』（利用申込書） 

 ・児童１名につき１枚必要です。 

②「保育の必要性」の事由がわかる書類 

 ・「保育の必要性」の事由を認定するための書類です。保護者の状況に応じて提出書類が異なるので、次ページの一

覧表を参考に必要書類を準備してください。 

 ・兄弟姉妹で同時に利用申込を行う場合は、年齢が一番上の児童の利用申込書にのみ添付してください。 

 ・申込日時点での保護者の状況ではなく、利用希望月の1日時点の保護者の状況に応じた書類を提出してください。 

③『教育・保育給付認定申請等に係るマイナンバー届出用紙』 

 ・利用申込世帯員（同居の祖父母等を含む）のマイナンバーを確認するための書類です。 

 ・記入方法の詳細は、マイナンバー届出用紙の裏面をご確認ください。 

④ 本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカード、健康保険被保険者証等） 

 ・窓口で提出する場合は、本人確認書類の提示をお願いしています。 

 ・郵送で提出する場合は、申請者の本人確認書類の写しを添付してください。 

⑤ 市区町村民税課税証明書 

  保育利用調整（P.12-P.14 参照）及び利用者負担額の決定（P.15-P.18 参照）のために必要な書類です。下表に掲

げる該当の日に、岡山市に住民登録のなかった保護者は、住民登録のあった市区町村で課税証明書（所得額、控除

額及び市区町村民税額が記載されたもの）を取得し、ご提出ください。 

令和４年１月１日に 

岡山市以外に住所登録があった保護者 

令和４年度 市区町村民税課税証明書（令和３年分所得） 

 （令和４年１月１日に住民登録のあった市区町村から取り寄せてください。） 

令和５年１月１日に 

岡山市以外に住所登録がある（あった）保護者 

令和５年度 市区町村民税課税証明書（令和４年分所得） 

 （令和５年１月１日に住民登録のあった市区町村から取り寄せてください。） 

 （令和５年６月頃からの発行となります。） 

※「年度」について間違いがないよう、よくご確認ください。 

※ 非課税の方や税法上の扶養に入っている配偶者も必要です。 

※ マイナンバー届出用紙を提出された方でも、課税証明書の提出は必要です。 

※ 上表に掲げる該当の日において日本国外に居住していたため、日本国内において市区町村民税が課税されていない場合は、課税

証明書の提出は不要です。ただし、外国居住期間収入状況申告書にその方の収入等に関する資料を添付してご提出ください。 

※ 希望月の申込締切日までに、令和４年度の課税証明書が未提出の場合は４～８月、令和５年度の課税証明書が未提出の場合は９

月以降の保育利用調整において、同点時基準表における優先順位が適用されません（P.13 参照）。  

利用申込書等の提出について 
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②「保育の必要性」の事由がわかる書類一覧表 

保護者の状況 必要書類 ※1 

就労 

被雇用者 

株式会社等の役員 

・保育利用事由証明書【１勤めに出ている人】 ※2 

 ※ 児童の祖父母が代表を務める自営業で就労している場合は、当該祖父母の書類も必要（下記「自

営業（商業、農業）」の必要書類に準ずる。） 

自営業 

（商業、農業） 

・保育利用事由証明書【２自営業、農業、就学、その他の人】 

・帳簿、領収書、納品書、作付面積のわかる資料（農業）など、自営業が確認できる書類を数種類・

複数枚（概ね３か月以内のもの） ※確定申告書の写し、開業届は不可 

内職 ・内職状況申告書 

妊娠・出産 
・保育利用事由証明書【３出産、病気、障害、介護（看護）の人】 

・親子手帳（母子健康手帳）の保護者名と分娩予定日がわかるページの写し 

疾病・負傷・障害 

・保育利用事由証明書【３出産、病気、障害、介護（看護）の人】 

・疾病・負傷：疾病負傷証明書（６か月以内に証明されたもの） 

・障害：障害者手帳等の写し 

親族等の介護又は看護 

・保育利用事由証明書【３出産、病気、障害、介護（看護）の人】 

・保育利用申込等に係る確認願（民生委員による確認を受けたもの） 

・介護や看護が必要な状況がわかるもの（介護保険証、障害者手帳、医師の診断書の写し） 

災害 ・り災証明書、被災証明書等の写し 

求職活動 ・求職活動状況申告書 

就学・職業訓練 
・保育利用事由証明書【２自営業、農業、就学、その他の人】 

・在学証明書及び時間割等の写し 

育児休業中※3 
・保育利用事由証明書【１勤めに出ている人】（育児休業取得（見込）期間について証明されたもの） 

 自営業における代表者の場合は、保育利用事由証明書【２自営業、農業、就学、その他の人】 

育児休業復帰予定※4 
・保育利用事由証明書【１勤めに出ている人】（育児休業取得（見込）期間について証明されたもの） 

自営業における代表者の場合は、保育利用事由証明書【２自営業、農業、就学、その他の人】 

採用予定 ・保育利用事由証明書【１勤めに出ている人】 

起業・就学予定 

・保育利用事由証明書【２自営業、農業、就学、その他の人】 

・起業予定：事業用に購入した物品等の領収書、店舗予定地の賃貸借契約書等の写しなど起業を予定

していることがわかるもの数種類・複数枚（概ね３か月以内） ※開業届は不可 

・就学予定：合格通知及び時間割等の写し 

不存在 

・保護者が不存在であることがわかる書類 

  離別、死別：戸籍全部事項証明書（戸籍謄本）、児童扶養手当証書等の写し 

  海外居住等：パスポート、ビザ等の写し 

 ※ ひとり親家庭については、⑥その他、必要書類の区分３（P.8）をご確認ください。 

市長が特別に認める場合 就園管理課にご相談ください 

※1 提出書類の余白には、必ず希望園（第１希望）、児童名（フリガナ）、児童生年月日をご記入ください。 

  証明書類については、特段の記載がなければ、３か月以内に証明された書類が必要です。ただし、令和５年４月利用申込（一

次募集）では、令和４年１０月1 日以降に証明された書類が必要です。 

※2 雇用されている方は、岡山市様式の保育利用事由証明書に代えて、「標準的様式 就労証明書（国様式・岡山市用）」をお使いい

ただくことも可能です。標準的様式を使用される場合は、岡山市ホームページからダウンロードしてください。様式の違いによる

審査への影響はありません。 

※3 児童が保育施設等を既に利用している場合であって、保護者が育児休業を取得し次年度に小学校への就学を控えている、又は

育児休業に係る児童が満１歳になる月の末日までについてのみ対象となります。 

  保護者が育児休業中であっても、当該年度中の保護者の職場復帰を前提として、次年度に小学校への就学を控えている児童（育

休取得前に保育施設等を利用していた児童に限る）についてのみ利用申込ができます。 

※4 育児休業制度が適用されない方等が産休に入る直前の職場に再雇用される場合等、育児休業復帰に準じた取扱いが認められる

場合には、育児休業復帰予定として利用申込ができます。その際には、「再雇用の見込みあり」といった内容が保育利用事由証明

書に記載されている必要があります。 
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⑥ その他、必要書類 

 下表の区分に該当する場合は、区分に応じた必要書類をご提出ください。 

区分 必要書類 必要な理由・備考 

1 

令和５年度末で 65 歳未満（昭和 34 年４月２

日以降に生まれた方）の祖父母が同一住所に居

住している場合 

（世帯分離している場合も含みます。） 

・祖父母の保育利用事由証明書等 

P.7 に記載の表の区分に応じた必要書類

をご提出ください。 

調整点数表（区分Ｉ）の適用 

（P.13 参照） 

求職中や書類未提出の場合、区

分I が適用され減点となります。 

2 
同一生計の子どもが就学や療育等の理由によ

り市外へ居住（別居）している場合 

・別居している子どもの健康保険被保険者

証の写し 

・住民票の写し（本籍筆頭者の記載がある

もの）及び仕送り実態が分かるもの（通帳

の写し等） 

上記のいずれかをご提出ください。 

多子世帯に対する利用者負担額

の軽減（P.17 参照） 

3 

ひとり親世帯（事実婚を除く） 

※ 離婚調停中で別居されている方は、調整点

数表（区分Ａ）について適用対象となる場合

があります。ただし、児童の健康保険の扶養

状況によって適用とならない場合がありま

す。また、事実婚の方、離婚協議中の方は該

当しません。 

・児童扶養手当証書、ひとり親家庭等医療

受給者証、戸籍全部事項証明書（戸籍謄本）

のうちいずれかの写し 

・離婚調停中の場合は、事件係属証明書等

の写し 

書類提出に併せて、家庭の状況を聞き取り

させていただくことがあります。 

調整点数表（区分Ａ）の適用 

（P.13 参照） 

ひとり親世帯に対する利用者負

担額の軽減（P.17 参照） 

4 
障害のある児童が、一般園の利用を希望する場

合 

・心身状況表（Ａ・Ｂ） 

・身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者

保健福祉手帳、医師の診断書（６か月以内

に証明されたもの）のいずれかの写し 

※障害児通所受給者証の写しは不可 

調整点数表（区分Ｅ）の適用 

（P.13 参照） 

P.10-P.11「障害のある児童の保

育について」もご覧ください。 

5 
障害のある児童が、障害児保育拠点園の障害児

拠点枠の利用を希望する場合 

・心身状況表（Ａ・Ｂ） 

・医師の診断書の写し（６か月以内に証明

されたもの）又は心理判定結果送付同意書 

調整点数表（区分Ｅ）の適用 

（P.13 参照） 

P.10-P.11「障害のある児童の保

育について」もご覧ください。 

6 

保育士として、岡山市内の保育施設等（認可保

育園、認定こども園、地域型保育事業）に就労

中又は就労（復職）予定の場合 

（認可外保育施設や岡山市外の保育施設等は

除きます。） 

・保育士等就労に関する誓約書 

・保育士証の写し 

※ 保育士証が旧姓のままの場合は、戸籍

個人事項証明書（戸籍抄本）の写しや、

運転免許証の裏書きなど、変更が分かる

書類を添付してください。 

調整点数表（区分Ｊ）の適用 

（P.13 参照） 

同点時基準表（順位３）の適用 

（P.13 参照） 

7 

生計中心者が利用希望日の前１年以内に離職

している場合 

（リストラなど、自己都合によらない退職、転

職などが対象です。） 

・雇用保険受給資格者証等の写し 
調整点数表（区分Ｃ）の適用 

（P.13 参照） 

8 
申込児童の保護者のパートナーが申請を行う

場合 
・パートナーシップ宣誓書受領証等  

※ 区分４、区分５の医師の診断書について、児童の現在の状況や園生活で必要な配慮等が記載されたものが必要です。 

◎電子申請について 

電子申請により、自宅から保育利用申込や希望園変更（変更届）などの手続きを行うことができます。必要なもの

は以下のとおりです。 

・署名用電子証明書を搭載したマイナンバーカード 

・NFC 対応スマートフォン又はパソコン及びカードリーダ 

保育利用事由証明書等の添付書類は、PDF 形式やJPEG 形式のデータで添付していただきます。 

詳しくは、就園管理課のホームページ（https://www.city.okayama.jp/kurashi/0000027774.html）をご確認ください。 

8

https://www.city.okayama.jp/kurashi/0000027774.html


 

 事前確認・利用申込  

● 利用申込にあたっては、希望される保育施設等の保育方針や利用者負担額以外の費用等を事前に確認（電話、見学

等）してください。 

● アレルギーや発達について気になること、先天性疾患や慢性の病気がある場合は、あらかじめ希望する保育施設に

ご相談ください。 

● 保育施設等によって利用開始できる月齢等が異なります。「認可保育施設一覧（P.27-P.34）」を確認のうえお申し

込みください。 

● 保育利用の決定は月単位（暦月）で行います。原則として月の途中での利用開始はありません。 

● 利用申込の有効期間は、利用希望月の年度末までです。教育・保育給付認定期間内であれば、翌月以降も引き続き

利用調整を行います。利用調整が不要になった場合は、「退園等届出書」を提出し、利用申込を取り下げてください。 

 利用開始後  

● 保育施設等の利用開始当初は「ならし保育」があります（概ね２週間以上）。ならし保育の期間やお迎えの時間に

ついては、保育施設等にご相談ください。ならし保育でも１か月分の利用者負担額が必要となります。 

● 不正又は偽りの行為により保育給付認定申請や利用申込をした場合は、認定を取り消し、保育施設等の利用を中止

（退園）していただきます。 

例 

・「就労」による保育の必要性の事由で認定を受けているにもかかわらず、勤務の実態がない。 

・利用希望月の１日時点で出産による保育利用事由に該当するにもかかわらず、就労等の要件で認定を受けようとする。 

・育児休業復帰予定で利用を申し込んだにもかかわらず、当該勤務先に復帰をしない。  など 

● 申込時の勤務（予定）時間と入園後の勤務時間が異なる場合や「保育の必要性」が変わる場合は、退園していただ

く場合があります。 

● 利用開始後に利用施設を変えること（転園）は、転居や転職等の理由により通うことが著しく困難な場合を除き、

原則として認められません。 

● 地域型保育事業利用の場合は、満３歳到達時には、地域型保育事業以外の認可保育園、認定こども園等へ転園申込

をすることができます。 

なお、転園申込の有無に関わらず、地域型保育事業所が認める場合に限り、引き続き年度末まで利用ができます。 

● 保護者及び児童が市外へ転出する場合は退園となりますが、利用月の１日時点で岡山市に住民登録があればその

月の月末まで現在通園中の保育施設に在籍が可能です。 

 申込内容に変更がある場合 （利用申込中・利用開始後ともに） 

利用申込又は利用開始後に、申込内容の変更があった場合には必要書類をご提出ください。 

内容 必要書類 

住所・氏名・世帯構成等の変更があるとき 変更届※ 

利用申込後に希望施設を変更する場合 変更届（締切：各申込月の締切と同じ） 

利用申込を取り下げる場合 退園等届出書 

「保育の必要性」の事由に変更がある場合 

（施設の利用を開始後、年度途中に出産する場
合や、転職、勤務時間の変更等含む） 

変更届 
P.7 に掲載の「保育の必要性」の事由がわかる書類一覧表内の該当
する必要書類 

退園する場合 
退園等届出書（退園する月の２０日までに） 
例：４月 30 日まで通う場合、４月 20 日までに退園等届出書を提

出。退園等届出書の退園年月日には５月１日と記入。 

※ 結婚（離婚）の場合、結婚（離婚）日が分かる戸籍全部事項証明書（戸籍謄本）等が必要です。また、結婚により
父又は母が世帯員に加わる場合は、その方の保育利用事由証明書等も必要です。離婚の場合、児童の健康保険上の
扶養者の確認のため、児童の健康保険被保険者証の写しも必要になります。 

注 意 事 項 必ず確認を！ 
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 障害のある児童について、集団保育が可能な児童であれば、一般園及び障害児保育拠点園に入園を申し込むことが

できます。ただし、児童の状況や保育施設の受入態勢により入園できない場合があります。希望される保育施設に受

入れ状況についてご相談いただくとともに、児童同伴での見学をお勧めします。 

 一般園の利用について  

 障害の有無にかかわらず、同年齢クラスで個々に応じた保育を行います。申し込みには、P.6-P.7 の必要書類及びP.8

の一覧表内区分４の書類が必要です。 

 

 障害児保育拠点園の利用について  

 障害児保育拠点園では、心身に障害がある児童専用の保育室を設け、個々に応じた保育等を行っています。障害の

ない児童はクラスでの保育を行います。 

 ※ 専用の保育室があるのは、３歳以上児クラスのみです。３歳未満児クラスは同年齢クラスでの保育となります。 
 ※ 児童が必要とする支援の状況や施設の受入態勢によっては、定員に達していない場合であっても受入れできな

いことがあります。 

◎ 障害児保育拠点園と一般園の違い 

※ 認定こども園の１号認定（教育利用）の定員は２人です。 

◎ 障害児保育拠点園 

 施設名 

市立認可保育園 三門、緑、旭東、西大寺、興除東、南輝 

私立認可保育園 第二すみれ、かわい 

市立認定こども園 岡南、宇野、灘崎 

◎ 障害児保育拠点園の申込手続き 
≪必要書類≫ 

● P.6-P.7 の必要書類及びP.8 の一覧表内区分５の書類が必要です。 

≪入園条件≫ 

● 必要書類を締め切りまでに提出したうえで、健康診断および保育観察を受ける必要があります。 

１２月中旬  健康診断 希望園の嘱託医が園での集団生活に支障がないかどうかを診ます。 

１月５日(木)、６日(金) ※いずれか市が指定する日 

保育観察（実施場所：岡山ふれあいセンター 岡山市中区桑野７１５－２） 

          専門家が、障害児拠点枠の利用が適切かどうかをそれぞれの立場から診ます。その後、定員

状況等と併せて総合的に判断し、利用の可否を決定します。 

 障害児保育拠点園 一般園 

対象児 集団保育が可能な児童 

障害児枠 

（定員） 

● 拠点枠（３歳以上児）の定員は、10 人以内※ 

● ３歳未満児の定員は、園の定員の３パーセント以内 

● 特に受入れ定員は設けていませんが、園の受入態勢

により考慮します。 

保育形態 

● ３歳以上児は、専用の保育室を有効に使いながら個々

に応じた保育を行います。 

● ３歳未満児は、同年齢クラスでの保育を行います。 

● 基本的に同年齢クラスで個々に応じた保育を行いま

す。 

● 障害の程度により、年齢の近いクラスで保育する場合

もあります。 

障害のある児童の保育について 

【区分５の書類の補足】 

医師の診断書の写し   ： 利用申込の前、６か月以内に証明された診断書の写しが必要となります。 

心理判定結果送付同意書 ： こども総合相談所で６か月以内に心理判定を受けたことがある、又はこれから受け

る場合に、判定結果を保育・幼児教育課または幼保運営課に提供いただくため必要と

なります。 
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◎申込スケジュール 

１．令和５年４月１日（一次募集）から、拠点園の利用を希望する場合 

 

２．年度途中（５月以降）から、障害児保育拠点園の利用を希望する場合（４月二次、三次募集含む） 

 障害児拠点枠の定員に空きがある場合に限り、受入れが可能な場合があります。申し込みの後、前述の流れに準じ

て同様の手続き(健康診断、保育観察等)をしていただき、保育利用調整を経て、利用の可否を決定します。 

◎ その他、注意事項 
● 申込手続き及びスケジュール以外の事項については、通常の保育利用申込の場合と共通ですので、このガイドの内

容をご確認ください。 

● 利用希望時期や定員により、受入れできない場合もあります。 

● 詳しくは保育・幼児教育課、幼保運営課、就園管理課又は保育施設等にご相談ください。 

※ ひらたえがお保育園は、障害児を定員の15％まで受け入れています。 

※ 障害の診断を受けている児童（３歳児クラス以上）については、障害児保育拠点園の一般クラスならびに、ひらたえがお保育園

の一般クラス（ひらたえがお保育園は全学年共通）を申し込むことはできません。また、一般クラス、障害児拠点枠等を問わず、

園での健康診断の結果、利用不可となる場合があります（P.14 参照）。 

 

 医療的ケアが必要な児童の保育について  
医療的ケアが必要な児童について、集団保育が可能な児童で入園を希望される場合は、あらかじめ幼保運営課 

「医療的ケア児・病児等相談窓口」（TEL ０８６―８０３―１２２７）にご相談ください。 

ただし、児童の状況や保育施設の受入態勢により入園できない場合があります。 

 

 

 

 広域利用とは、住所地以外の市区町村の認可保育施設等を利用することです。広域利用をするには、保護者のいず

れかが申し込みをしようとする保育施設のある市区町村へ通勤・通学することや出産のため一時的に里帰りすること

など条件があります。ただし、当該市区町村において広域利用の受入れをしていない場合があります。あらかじめ岡

山市及びご希望の保育施設等がある市区町村にご確認ください。 

● 広域利用を申し込む際は、岡山市の利用申込書に必要書類を添えて、就園管理課へお申し込みください。他市区町

村及び希望する保育施設等と協議を行い、利用の可否が決まります。 

● 利用申込の締切期日等は、市区町村によって異なりますので、事前によくご確認ください。 

● 利用申込は、年度ごとに手続きが必要となります（協議の結果、継続できない場合もあります）。 

● 岡山市の保育施設等を利用中の児童が広域利用を申し込む際には、岡山市の保育施設等は原則、退園となります。 

 

広域利用について 

11



５ 保育利用調整等について 

 

◎「保育の必要性」の事由の区分による点数表（基礎点数表） 
区分 類型 保護者の状況（細目） 基礎点数 

１ 
※1 就 労 

被雇用者 

自営業 

農 業 

月１４０時間以上の勤務を常態としている場合 １０ 

月１２０時間以上の勤務を常態としている場合 ９ 

月１００時間以上の勤務を常態としている場合 ６ 

月８０時間以上の勤務を常態としている場合 ５ 

月４８時間以上の勤務を常態としている場合 ４ 

内 職 

月１２０時間以上の勤務を常態としている場合 ５ 

月６０時間以上の勤務を常態としている場合 ３ 

月４８時間以上の勤務を常態としている場合 ２ 

２ 妊娠・出産 
出産予定日の前６週（多胎の場合前 14 週）から産後８週の期間を含む月単位の期間

にある場合 
８ 

３ 

疾 病 

・ 

負 傷 

・ 

障 害 

疾 病 

負 傷 

１か月以上の入院もしくは入院見込み、常時臥床の場合 １０ 

居宅内療養 

（１か月以上） 

安静を要すると診断された場合又は、日常生活に支

障があり、家庭での保育が困難な場合 
８ 

週３日程度の通院加療等が必要な場合 ４ 

障 害 

「身体障害者手帳１～２級所持」、「聴覚障害者２～３級所持」、「精神障害

者保健福祉手帳１級所持」、「療育手帳Ａ所持」、「介護保険の要介護度が３

～５」のいずれかに該当する場合 

１０ 

「身体障害者手帳３級所持」、「聴覚障害者４級所持」、「精神障害者保健福

祉手帳２級所持」、「療育手帳Ｂ所持」、「介護保険の要介護度が１～２」の

いずれかに該当する場合 

６ 

「身体障害者手帳４～６級所持」、「精神障害者保健福祉手帳３級所持」、

「介護保険の要介護度が要支援」のいずれかに該当する場合 
３ 

４ 
同居親族等の 

介護又は看護 
同居の親族（長期間入院等をしている親族を含む）を常時介護又は看護している場合 区分１を準用 

５ 災 害 震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっている場合 １０ 

６ 求職中 求職活動（起業の準備を含む）を継続的に行っている場合 １ 

７ 就学等 
就 学 就学のため、保育することができない場合※2 区分１を準用 

職業訓練 職業訓練を受けるため、保育することができない場合 区分１を準用 

８ 社会的養護 社会的養護の必要がある場合  

９ 育児休業中 育児休業期間中に保育施設等を引き続き利用することが必要と認められる場合※3 １０ 

10 その他 

育児休業復帰予定 育休復帰予定月の前月以降３か月以内である場合 区分１を準用 

採用（起業、 

就学）予定 
採用（起業、就学）予定月の前月以降３か月以内である場合 

区分１から１点 

減じたものを準用 

別居の親族等の 

介護又は看護 

別居の親族（長期間入院等をしている親族を含む）を常時介護又

は看護している場合で、区分４と同等であると認められる場合 
区分１を準用 

不存在※4 死亡、離婚、行方不明、拘禁等 １０ 

育児休業取得前に既に保育施設等を利用しており、次年度に小学校への就学を控えて

いる年度中に職場復帰する場合 

復帰時の状況により

区分１を準用 

前各号に掲げるもののほか、市長が特別に認める場合  
 

※1 区分１については、法定の休憩時間を除いた所定労働時

間（自営業等の方も準じて除きます）により判断します。 

※2 時間の制約がない自宅で行う通信教育は除きます。 

※3 既に保育施設等を利用している児童が、次年度に小学校

への就学を控える場合、又は育児休業に係る児童が満１歳

になる月の末日までの場合となります。 

※4 区分10 のうち「不存在」は、離婚等によりひとり親で

あることを認定した場合に点数付与するために設けた項

目であり、「保育の必要性」の事由ではありません。 

 保育の必要量（利用時間）について    重 要 

① 基礎点数表の網掛け部分に認定された場合、利用区分は「保

育標準時間」となり、網掛けが無い部分の場合は、「保育短時

間」となります（区分４・７・10 は、区分１に準じた内容に

より区分します）。 

② 保護者のいずれか一方でも「保育短時間」認定になる場合

は、利用区分は「保育短時間」となります。 

※保育標準時間及び保育短時間の詳細はP.3 をご覧ください。 
  

保育利用調整基礎点数表等 
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◎「優先利用」の区分による点数表（調整点数表） 
 調整点数表において、同時に複数の項目に該当する場合は、該当するもの全てを加（減）算したものを世帯の調整

点数とします。また、１つの区分において同時に複数該当する場合は、該当するもののうち最も点数の高いものを加

算します。なお、基準を判断するための書類が提出されていない場合は、適用されません。 

区分 類型 状況 点数 

Ａ ひとり親世帯 児童が母又は父のみに養育されている場合 ３ 

Ｂ 生活保護 経済的自立のため緊急に就労を要する場合 １ 

Ｃ 失業 生計中心者が利用希望日の前１年以内に離職しており、就労の必要性が高い場合 ２ 

Ｄ 社会的養護 社会的養護の必要がある場合  

Ｅ 障害 

障害児保育拠点園の利用を希望する３歳以上児について、保育観察を受けた結果、障害児保育

拠点園の利用がより適切であると判断された場合 
５ 

保育施設等の利用を希望する児童が障害を有する場合 １ 

Ｆ 育児休業明け※1 

①兄又は姉が育児休業中（区分９）により継続利用しており、育児休業にかかる児童が育児休

業復帰予定（区分10）で兄又は姉と同じ保育施設等を利用申込みする場合※2 

②保護者が育児休業（または産前産後休暇）から復帰するため、一度退園した児童が同じ保育

施設等を利用申込みする場合及び育児休業にかかる児童が当該児童と同じ保育施設等を利用

申込みする場合 

１０ 

上記以外の場合（産前産後休暇後すぐに復帰する場合を含む） １ 

Ｇ 兄弟姉妹 
兄弟姉妹（多胎で生まれた児童や、１号認定を受けた兄姉が認定こども園を利用している場合

を含む）が同一の保育施設等の利用を希望する場合※3 
１ 

Ｈ 
地域型保育事業 

利用終了児 

連携施設がない地域型保育事業を利用しており、年齢到達により認可保育園又は認定こども園

の利用を希望する場合※4 
５ 

連携施設がある地域型保育事業を利用しており、年齢到達により連携施設以外の認可保育園又

は認定こども園の利用を希望する場合 
２ 

Ｉ 同居の祖父母 
65 歳未満（昭和34 年4 月2 日以降生まれ）の同居祖父母で、基礎点数表の区分１～５、７～

10 に該当しない場合 
各-３ 

Ｊ 保育士等 

保育士証を持つ保護者が、保育に従事するために自身が就労中

又は就労（復職）予定の市内の保育施設等（認可保育園、認定こ

ども園、地域型保育事業）に児童の入園を希望し、右記の勤務を

常態としている場合 

月８０時間以上 １０ 

月４８時間以上８０時間未満 ５ 

上記以外で、保育士証を持つ保護者が、保育に従事するために市

内の保育施設等（認可保育園、認定こども園、地域型保育事業）

に就労中又は就労（復職）予定で、右記の勤務を常態としている

場合 

月８０時間以上 ５ 

月４８時間以上８０時間未満 ３ 

Ｋ 
保育利用申込書の「育児休業の延長が可能で、利用調整において合計点数1 点になるまで減点となることに不服はない」

にチェックをつけた場合、合計点数を１点となるまで減点する。※5 

※1 区分10（育児休業復帰予定）で利用申込した児童が、利用不可となった後も継続して利用申込を行っている場合は、その利用

申込の途中で保護者が職場復帰したとしても、保育施設等の利用が開始されるまで、当初の利用希望月の属する年度に限らず翌

年度以降も適用されます。 

※2 育児休業復帰（産前産後休暇後すぐに復帰する場合を含む）の際に、育児休業にかかる児童が兄又は姉と同じ保育施設等の受

入月齢等に達していないため利用申込ができず、後に受入月齢等に達する月に利用申込する場合も含みます（ただし、達する月に

利用申込をしていない場合は除く）。 

※3 利用調整において、兄弟姉妹の片方が利用不可となる場合又は兄弟姉妹別々の保育施設等で内定となる場合は適用されません。 

※4 連携施設のある事業所内保育事業の従業員枠を利用している児童が、連携施設を申し込む場合も含みます。 

※5 利用調整の結果、内定となる場合があります。その場合、不可通知は発行されません。 

通常の点数での調整に変更を希望する場合には、変更届を提出し手続きを行う必要があります。 

  兄弟姉妹が在園している場合、兄弟姉妹の利用区分（利用時間）は、保育短時間になります。 

◎ 基礎点数及び調整点数の合計点が同じになった場合の優先順位表（同点時基準表）※1  
順位 状況  順位 状況 

１ 希望順位が高い世帯  ５ 保育料等の滞納がない世帯※2 

２ 希望施設で就労（予定）している保護者がいる世帯  ６ 利用者負担額表の階層が低い世帯 

３ 調整点数表の区分Ｊ（保育士等）を適用された世帯  ７ 所得が低い世帯※3 

４ 基礎点数が高い世帯    

※1 基準を判断するための書類が提出されていない場合は、適用されません。 

※2 滞納の保育料等が６か月分以上あり、かつ納付の相談がない世帯又は、滞納の保育料等の納付約束を履行しない世帯 

※3 順位７の基準となる保護者の所得は、４～８月の保育利用調整の場合は令和４年度課税所得（令和３年分所得）、９月以降は令

和５年度課税所得（令和４年分所得）を基準とします。  
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● 利用申込があった児童について、提出された利用申込書や添付書類に基づき、審査（必要に応じて実地調査）を行

います。 

● 保育利用事由証明書等の「保育の必要性」の事由を認定するための書類が未提出の場合は、審査ができないため保

留扱いとなり、保育利用調整が行われません。 

● 保育利用事由証明書等の記載に不備がある場合も審査ができませんので、記入もれ等が無いか、よくご確認くださ

い。また、訂正する場合は、訂正箇所を二重線で消し、付近に訂正した人の署名（証明者または担当者に限る）を

してください。修正液、修正テープでの訂正及び消せるボールペンでの証明は無効です。 

● 保育利用事由証明書等に記載された内容に疑義が生じた場合などは、市から証明者に対して、内容の確認の連絡な

どを行う場合があります。 

 

 

 

● 受入可能人数を超える利用申込があった場合は、世帯の「保育の必要性」の事由と「優先利用」の内容を保育利用

調整基礎点数表等（P.12-P.13 参照）に基づき点数化し、保育利用調整を行います。 

● 保育利用調整の方法については、点数の高い方から利用希望順位を踏まえて利用調整を行い、内定者を決定します。

また、利用調整において点数が同点となった場合は、同点時基準表（P.13）に基づき利用調整を行います。 

 ※ 申込の状況によっては、希望する保育施設等を利用できない場合があります。また、兄弟姉妹で同じ保育施設等の利用を希望

しても、同じ保育施設等を利用できないことがあります。 

 ※ 連携施設がある地域型保育事業（事業所内保育事業の従業員枠を除く）を利用しており、年齢到達により連携施設への転園を

希望する場合、連携施設が受入れ可能であれば優先的に転園できます。 

 ※ 同点時の基準を判断するための書類を提出していない場合は、同点時基準表における優先順位が適用されません（マイナンバ

ーを届け出ている場合も、市区町村民税課税証明書の提出は必要です）。 

● 利用調整において内定となった児童は、施設の利用開始前に健康診断を受けていただきます。その結果、集団生活

が可能と判断された児童について利用の決定を行います。なお、集団生活が可能と判断されなかった児童について

は、内定となったとしても保育施設等を利用することができません。 

 

 

６ 現況届について 

 世帯の状況や保護者の「保育の必要性」の確認のため、保育施設等を利用している方に年１回の現況届の提出を求

めています。現況届の提出がない場合、引き続き保育施設等の利用ができなくなりますので、指定された期限内に必

ずご提出ください（締切り厳守）。 

● 現況の確認と兼ねて、次年度の利用継続希望の有無も確認します※。引き続き「保育の必要性」の事由に該当する

ことが確認でき、現在利用中の施設を次年度も利用希望する場合は、原則として次年度も継続して施設を利用でき

ます。 

 ※ 令和４年11 月から令和５年１月に入園した方は、現況届の提出は必要ありませんが、令和５年度の利用継続希望の有無は確認

します。令和５年２月から３月に入園した方は、別途、令和５年度の利用申込の手続き（利用申込書等の提出）が必要です。 

● 次年度から現在利用している施設以外の利用を希望する場合は、現況届に併せて、次年度の利用申込の手続き（利

用申込書等の提出）が必要です。その場合は、現在利用中の施設は年度末（３月31 日）をもって退園となります。 

● 地域型保育事業を利用中で、年度中に満３歳になった方は、原則、継続して事業所を利用することができませんの

で、連携施設等への転園申込が必要となります。現況届に併せて保育施設等転園申込書（地域型保育事業年齢到達）

をご提出ください。 

 

 

  

利用申込書等の審査について 

保育利用調整について 
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生活保護法による被保護世帯等 

（前期分：４月～８月） 

令和４年度市区町村民税 

※令和３年分所得等により決定 

（後期分：９月～３月） 

令和５年度市区町村民税 

※令和４年分所得等により決定 

７ 保育施設等の利用者負担額について 

 

 

 ３歳児クラスから５歳児クラスまでの保育園、認定こども園の利用料はかかりません（０歳児クラスから２歳児ク

ラスまでの市区町村民税非課税世帯で保育園又は認定こども園（保育）、地域型保育事業を利用する児童を含む）。た

だし、給食費や通園費、延長保育事業（P.19 参照）のほか、各園で徴収する実費費用はかかります。詳細は岡山市ホ

ームページをご参照ください。 

 

 

 

 保育施設等の利用者負担額は、世帯の市区町村民税額（均等割及び所得割の額）と、児童の年度当初の年齢及び同

一生計内の子どもの人数並びに保育の必要量によって決定します。また、令和５年４月～８月分は令和４年度市区町

村民税額、令和５年９月～令和６年３月分は令和５年度市区町村民税額が利用者負担額を決定する基礎となります。 

 利用者負担額の階層決定イメージ（令和５年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
※ 利用者負担額を決定する基礎となる市区町村民税額は、住宅借入金等特別控除、配当控除、外国税額控除、地方公共団体等

への寄附金控除等の適用を受ける前の額となります。 

  道府県から政令指定都市への事務移譲に伴い、政令指定都市のみ、平成30 年度から市県民税所得割の標準税率が変更されま

した（市民税：6％→8％、県民税：4％→2％）が、利用者負担額の算定基礎となる市民税所得割については、従前の6％（※）

で算出した額を用いることとされています（※名古屋市のみ5.7％）。 

● 祖父母やその他の児童の扶養義務者が同一住所に居住（世帯分離している場合も含む）しており、生計の主宰者で

あると判断される場合（保護者の収入（所得）が税の扶養の範囲内程度の額で、かつ祖父母等に一定以上の所得が

ある場合など）や、児童又は保護者を税法上の扶養および健康保険上の扶養に入れている場合は、その方を生計の

主宰者として推定し、その方の市区町村民税額を合算して決定する場合があります。その場合、祖父母等の税情報

等も調査します。 

● 岡山市にて税額調査を行い、世帯の市区町村民税額を基に利用者負担額を決定します。世帯の市区町村民税額が確

認できない場合は、階層区分の中で最も高い利用者負担額で仮決定となります。また、３歳以上児クラスにおいて

は、副食費の免除対象の判定ができないため、一律徴収対象となります。 

● 岡山市にて税額調査を行い、変更が判明した場合、利用者負担額が変更になることがあります。 

● 市内の市立・私立保育施設等に利用者負担額の差はありません。 

● 利用者負担額や延長保育料の他に、保護者会費等の諸費用が別途必要になる場合があります。諸費用の詳細は、各

保育施設等へご確認ください。 

● 原則として利用者負担額は年度を遡って変更することはできません。税に関する修正申告などで税額に変更のあ

る可能性がある場合には、年度内に就園管理課までご相談ください。 

  

幼児教育・保育無償化について 

利用者負担額の決定について 

Ａ階層 

Ｂ階層 

Ｃ階層 

非課税 

課 税 

※ 左記に加え、児童の年

度当初の年齢及び同一

生計内の子どもの人数

と利用区分によって決

定します。 
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各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 
利用者負担額 〔単位：円／月〕 

３歳未満児（０・１・２歳児クラス） 

階層区分 定 義 保育標準時間 保育短時間 

 

●生活保護法による被保護世帯等 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定

する被保護者（同法第１１条第２項の単給の場合を含む）の属

する世帯及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住

帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）による支援給付受給世帯 

0 0 

 
Ａ
階
層
を
除
き
、
当
該
年
度
分
（
４
月
か
ら
８
月
ま
で
に
あ
っ
て
は
、
前
年
度
分
）
の 

市
区
町
村
民
税
（
特
別
区
民
税
を
含
む
）
の
額
の
区
分
が
次
の
区
分
に
該
当
す
る
世
帯 

●市区町村民税非課税世帯 0 0 

 

●
市
区
町
村
民
税
課
税
世
帯
（
所
得
割
の
額
） 

１ 均等割の額のみ 9,000  (4,500) 8,800  (4,400) 

２ 10,800 円未満 10,000  (5,000) 9,800  (4,900) 

３ 10,800 円以上  48,600 円未満 12,000  (6,000) 11,700  (5,850) 

４ 48,600 円以上  57,700 円未満 14,000  (7,000) 13,700  (6,850) 

５ 57,700 円以上  65,000 円未満 16,000  (8,000) 15,600  (7,800) 

６ 65,000 円以上  81,000 円未満 20,000  (10,000) 19,500  (9,750) 

７ 81,000 円以上  97,000 円未満 24,000  (12,000) 23,500  (11,750) 

８ 97,000 円以上  121,000 円未満 28,000  (14,000) 27,400  (13,700) 

９ 121,000 円以上  145,000 円未満 32,000  (16,000) 31,300  (15,650) 

10 145,000 円以上  169,000 円未満 36,000  (18,000) 35,300  (17,650) 

11 169,000 円以上  199,000 円未満 40,000  (20,000) 39,200  (19,600) 

12 199,000 円以上  229,000 円未満 43,000  (21,500) 42,200  (21,100) 

13 229,000 円以上  301,000 円未満 45,700  (22,850) 44,900  (22,450) 

14 301,000 円以上  397,000 円未満 48,000  (24,000) 47,100  (23,550) 

15 397,000 円以上 55,700  (27,850) 54,700  (27,350) 

備考１ 児童の年度当初の年齢及び同一生計内の子どもの人数と利用区分によって階層を決定します。 

備考２ 利用者負担額を決定する基礎となる市区町村民税額は、住宅借入金等特別控除、配当控除、外国税額控除、地方公共団体

等への寄附金控除等の適用を受ける前の額となります。なお、道府県から政令指定都市への事務移譲に伴い、政令指定都市のみ、

平成30 年度から市県民税所得割の標準税率が変更されました（市民税：６％→８％、県民税：４％→２％）が、利用者負担額の

算定基礎となる市民税所得割については、従前の６％※1で算出した額を用いることとされています。  ※1 名古屋市のみ５.７％ 

備考３ 同一世帯において、就学前の児童が２人以上同時に利用する場合、第２子の利用者負担額は表の（ ）内の金額となり、第

３子以降は無料となります。ただし、同一生計の子どもが２人以上いる世帯で、世帯の市区町村民税所得割額が57,700 円未満に

該当する場合（ひとり親世帯等※2の場合は、77,101 円未満）は、児童の年齢にかかわらず年齢の高い順から第1 子と数え、第２

子は（ ）内の金額、第３子以降は無料となります。なお、ひとり親世帯等の場合は、第１子は（ ）の金額（9,000 円が上限）、

第２子以降は無料となります。 

  ※2 ひとり親世帯等とは、ひとり親世帯（事実婚を除く）、在宅障害児(者)等（身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福

祉手帳の交付を受けた者、特別児童扶養手当の支給対象児、障害基礎年金の受給者）のいる世帯です。 

備考４ 世帯の市区町村民税所得割額が 57,700 円以上（ひとり親世帯等の場合は、77,101 円以上）であっても、同一生計の児童

が３人以上いる世帯で、子どもの年齢にかかわらず年齢の高い順から第１子と数えたときに、利用している児童が３歳未満児（令

和５年３月31 日時点の満年齢）でかつ第３子以降に当たる場合は、表の額（（ ）内の額も含む）からさらに半額となります。 

 

 算定保護者 市民税所得割額 所得割額換算（8％→6％） 世帯の所得割額 階層 利用者負担額 

例１ 
父 100,000 円 75,000 円 

112,500 円 Ｃ８ 28,000 円 
母 50,000 円 37,500 円 

例２ 
母 0 円 0 円 

150,000 円 Ｃ１０ 18,000 円 
同居祖父 200,000 円 150,000 円 

  

令和５年度利用者負担額表（予定） 

Ａ階層 

Ｂ階層 

Ｃ階層 

保護者：岡山市民 

第1子（２歳児） 

標準利用の場合 

保護者：岡山市民 

第2子（２歳児、 

上の子4歳児） 

標準利用の場合 
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                                ※詳細は、就園管理課にお問い合わせください。 

 令和５年度の利用者負担額の軽減及び減免制度については、次の１～３のとおりです。 

１. ひとり親世帯や在宅障害児(者)のいる世帯等の軽減制度 （利用者負担額表 備考３参照） 

  利用者負担額表によりＣ階層１～６と

認定された世帯（世帯の市区町村民税額所

得割の額が 77,101 円未満に限る）であっ

て、ひとり親世帯（事実婚を除く）や在宅

障害児(者)等のいる世帯は、右表のとおり

利用者負担額が軽減されます。 

 ※ ひとり親世帯等の軽減を受けるための手続

きは原則不要ですが、同一世帯に障害年金の

年金証書等をお持ちの方がいる場合には、就

園管理課までご相談ください。 

２. 多子世帯の軽減制度 （利用者負担額表 備考３・備考４参照） 

  同一世帯において「負担額算定基

準子ども(★)」が２人以上いる場合

で、このうち年齢の高い順から数え

て２人目以降の子どもが保育施設等

を利用しているときは、第２子は利

用者負担額表の（ ）内の金額、第３

子以降は無料となります。 

  また、利用者負担額表 備考３・備考４のとおり、世帯の市区町村民税額（階層区分）や子どもの年齢・人数によ

って、軽減対象が更に拡大されます。 

 ■参考 利用者負担額軽減フローチャート（３歳未満児クラス） 

 

３. その他、岡山市が実施している減免制度 

  下記（1）～（4）に掲げる要件に当てはまる場合は、申請により利用者負担額が減免される場合があります。 

 （1）非自発的な失業、休業又は離職（自己都合による退職、転職などは除く）により、世帯の収入が著しく減少し

た場合 

 （2）疾病者のいる世帯で、世帯収入に対する医療費等の過大な支出があった場合 

 （3）火災、風水害、地震その他の災害により世帯の居住する家屋等に損害があった場合 

 （4）児童が伝染病（風しん、水痘、結核など）により出席停止の指示を受け、月の初日から末日まで登園するこ

とができなかった場合 

 ※ 利用者負担額の減免を受けるには、年度ごとに申請が必要です。年度をさかのぼって減免を適用することはできません。 

階層 

区分 

軽減後の利用者負担額（３歳未満児） 〔単位：円／月〕 

第１子 
第２子以降 

保育標準時間 保育短時間  

Ｃ１ 4,000 3,900 負担額表の金額から
1,000 円を差し引いた
額の2 分の1 の額 

0（無料） 
※ 当該軽減において
は、児童の年齢にかか
わらず、同一生計内で

年齢の高い順から第
１子と数えます。 

Ｃ２ 4,500 4,400 

Ｃ３ 5,500 5,350 

Ｃ４ 7,000 6,850 
負担額表の（ ）内の額 

 ※ 9,000 円が上限 
Ｃ５ 8,000 7,800 

Ｃ６一部 9,000 9,000 

★ 負担額算定基準子ども 

 以下の施設に在籍する又は事業等を利用する小学校就学前子どもをいいます。 

 ・保育所（認可保育園） ・認定こども園 ・幼稚園 ・特別支援学校幼稚部 

 ・地域型保育事業 ・企業主導型保育事業 ・児童発達支援 

 ・医療型児童発達支援・居宅訪問型児童発達支援 ・児童心理治療施設 

※ 岡山市内の認可保育園、認定こども園、市立幼稚園、あけぼの幼稚園、中仙道幼稚園、地域
型保育事業、企業主導型保育事業以外について通園又は利用している場合は、「利用者負担額
（多子）軽減申出書」の提出が必要となる場合があります。 

利用者負担額の軽減及び減免制度について 
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 保育施設等は、国・岡山県・岡山市の負担（税金）と保護者の負担（利用者負担額）により運営されています。利

用者負担額は必ず期限までにお納めください。なお、利用者負担額を滞納した場合は、滞納処分（財産の差し押え等）

をする場合があります。 

共通事項 

◇ 施設利用開始後は登園の有無にかかわらず、利用月ごとに利用者負担額全額を納付する必要があります。 

◇ 施設区分（保育園、認定こども園）が変更となる場合には改めて口座振替の手続きが必要です。 

◇ 年度途中に何らかの理由で、利用者負担額をさかのぼって変更した場合、納付額が不足する場合は一括し

て追加徴収し、過納の場合は未納の利用者負担額へ充当もしくは還付します。※ 

認可保育園 

市立認定こども園 

原則口座振替での納付 

◇ 入園月中に納付書及び口座振替納付依頼書を取引先金融機関にて手続きしてください。口座の登録完了

後、振替の開始月を別途、お知らせします。 

◇ 口座振替は、毎月末日（ただし、12 月は25 日、金融機関が休業日の場合は翌営業日）に当月分を振替し

ます。 

◇ 口座の登録が完了するまでの間、もしくは口座振替ができない事情がある場合は、納付書により利用者負

担額を納めてください。納期限は口座振替と同様です。 

◇ 納付義務者を変更した場合又は認可保育園から市立認定こども園に転園した場合（反対も同様）は、継続

して口座振替ができませんので、新たに手続きが必要です。 

◇ 納期限を過ぎても納付が確認できない場合は督促状を送付します。 

◇ ３歳以上児クラスにおいては、副食費と（公立園のみ）延長保育料それぞれで口座振替の手続きが必要で

す。 

私立認定こども園 

地域型保育事業 
◇ 利用者負担額は、各施設・事業所が徴収します。各施設等のルールに従ってお支払いください。 

 ※ 認可保育園・市立認定こども園を利用し、口座振替をご利用の場合、変更後に納付額が不足した場合には、一度に追加徴収分

を引き落とします。なお、納付書で納めている方は、不足分の納付書を施設を通じてお渡ししますので、先にお渡ししている納

付書と併せて納めてください。 

 

 

 

 認可保育園、認定こども園を保育利用（３歳児クラス以上）している場合、給食費（副食費）を施設へ直接支払っ

ていただきます。ただし、年収360 万円未満相当世帯の子ども及び第３子以降の子ども（小学校就学前の認可保育所

等に入所する兄姉が２人以上いる場合）は、給食費（副食費）が免除されます。 

 給食費（副食費）の額、納付方法等は、各保育施設等にお尋ねください。 

 ■参考 副食費フローチャート（３歳児クラス以上） 

 

利用者負担額等の納付について 

給食費（副食費）について 
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８ 地域子ども・子育て支援事業について 

 地域の子育て支援の充実のため、子育て家庭のニーズに応じた様々な子育て支援サービスがあります。 

◎ 延長保育事業 
 保護者の就労時間等の事情により保育時間の延長が必要な

場合、時間を延長して保育を実施している施設があります。 

 利用される場合は、通常の利用者負担額のほかに、保育の必
要量に応じた延長保育料が必要です。なお、延長保育事業につ

いては、幼児教育・保育無償化の対象外です。 

施設種別 延長保育料 

市立認可保育園 

市立認定こども園 

保育標準時間 2,500 円 

保育短時間  1,000 円 

私立認可保育園 

私立認定こども園 
施設によって異なります。 

 延長時間は、各施設においてそれぞれ設定されていますの

で、各実施施設にお問い合わせください。 

（実施施設は「認可保育施設一覧」（P.27-P.34）に掲載） 
 

◎ 地域子育て支援拠点事業 

 （地域子育て支援センター） 
 乳幼児がいる子育て中の親子が気軽に集い相互交流や子育

ての不安・悩みを相談できる場所を提供し、育児通信の発行や

育児講座の開催などの子育て支援をしています。 

（実施施設は「認可保育施設一覧」（P.27-P.34）に掲載） 

 

◎ 一時預かり事業
 市内に居住（住民登録）をしており、一時的に家庭での保育

が困難になった就学前児童であって、次のいずれかの場合、児

童をお預かりします。 

（1）保護者のパート就労・就学等により、原則として平均週３

日以内で家庭における保育が困難な場合 

（2）保護者の病気・出産・介護や冠婚葬祭等の理由により、緊

急・一時的に家庭での保育が困難な場合 

（3）保護者の育児等に伴う心理的・肉体的負担を解消するな

どの私的理由により、一時的に保育が必要となる場合 

（4）障害児や児童数の減少した地域の児童を体験的に入園さ

せ、集団保育をするため等により、保育を必要とする場合 

 利用方法・料金については、実施施設にお問い合わせくださ

い。（実施施設は「認可保育施設一覧」（P.27-P.34）に掲載） 
 

◎ ファミリー・サポート・センター 
 ファミリー・サポート・センターとは、子どもを預けたい方

（依頼会員）と、子どもを預かる方（提供会員）とを仲介する

事業です。保育園などの送り迎えや、保護者がリフレッシュを

したいとき、冠婚葬祭や他の子どもの行事のときなど、少し子

どもを預かってほしい場合にご利用いただけます。 

 岡山ファミリー・サポート・センター（電話：086-227-2525） 
 

◎ 病児保育事業 
 保護者の勤務などで、児童が病気の際に自宅での保育が困難な場合に、医療機関等において、

一時的な預かりを行っています。 

●
利
用
対
象
者 

 岡山市又は病児保育事業実施施設の相互利用に関する

協定締結市町に居住し、保護者の勤務、疾病、事故、出産、

冠婚葬祭など社会的にやむを得ない事情によって家庭で

の保育が困難な小学校６年生までの児童で、次のいずれか

に該当する児童 

（1）当面症状の急変は認められないが、病気の回復期に至

っていないことから、集団保育が困難な児童 

（2）病気の回復期であり、かつ、集団保育が困難な児童 

 

※ 協定締結市町 … 倉敷市、玉野市、笠岡市、井原市、

総社市、高梁市、備前市、瀬戸内市、赤磐市、浅口市、

和気町、早島町、里庄町、矢掛町、久米南町、美咲町、

吉備中央町 

※ 児童の対象年齢や、利用方法、利用時

間、利用料金（減額制度あり）などは

施設によって異なります。 

※ 詳しくは施設の所在する市町村又は

各実施施設へお問い合わせください。 

●病児保育実施施設一覧 

市町村 施設名 所在地 電話番号 

岡山市 

表町ファミリークリニック内 病児保育ルームドレミ 〒700-0822 岡山市北区表町3-10-71 080-2904-4816 

黒田医院 うらら病児保育園 〒700-0935 岡山市北区神田町2-8-32 086-233-3531 

撫川クリニック内 チャイルド・ケア ハーモニィ 〒701-0164 岡山市北区撫川1470 086-292-8133 

籔内小児科医院内 病児保育室みらい 〒703-8205 岡山市中区中井1-5-2 086-275-5036 

青木内科小児科医院内 山陽ちびっこ療育園 〒701-0204 岡山市南区大福281-5 086-281-7866 

山本医院内 ピオーネ病児保育室 〒700-0944 岡山市南区泉田418-25 070-6454-5205 

倉敷市 

羽島こども診療所内 病児保育所はしま 〒710-0043 倉敷市羽島199－1 086-426-5037 

田嶋内科内 ももっ子病児保育ルーム 〒711-0936 倉敷市児島柳田町862 086-474-3310 

玉島病院内 玉島病院病児保育室 〒713-8103 倉敷市玉島乙島4030 086-522-4141 

あさき小児科内 あさき病児保育室 〒712-8063 倉敷市水島南幸町1-9 086-446-1110 

玉野市 玉野市民病院内 玉野市民病院病児・病後児保育室 〒706-0011 玉野市宇野2-3-1 0863-31-2101 

笠岡市 笠岡第一病院内 笠岡第一病院病児保育室 〒714-0043 笠岡市横島1945 0865-67-0211 

総社市 三宅内科小児科医院内 病児保育室「ほっとチュッピー」 〒719-1125 総社市井手919 0866-93-8882 

備前市 備前市立吉永病院 備前市病児・病後児保育室 〒709-0224 備前市吉永町吉永中563-4 0869-84-2120 

瀬戸内市 あいの光医院・牛窓内 山陽ちびっこ療育園・牛窓 〒701-4302 瀬戸内市牛窓町牛窓3121-1 0869-34-6161 
  

病児保育事業HP 
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◎ 利用者支援事業 
 子育て家庭のニーズを把握し、認可保育園や幼稚園等の利用に関して、情報収集・提供、相談など、子育て家庭へ

の支援を行っています。 

保育コンシェルジュをご活用ください！ 
 保育コンシェルジュとは、就学前教育・保育施設などの情報を提供したり、必要に応じて相談・助言を行ったりする専門の

相談員です。保育コンシェルジュは、保育士資格や教諭免許を持っており、教育・保育の知識を活かしながら保護者の皆さん

に“寄り添う支援”を行っています。 

 岡山市では、就園管理課と各福祉事務所に計10 人の保育コンシェルジュを配置しています。 

   こんな場合にご相談ください 

   ■家の近く、職場の近くにある保育サービスを知りたい 

   ■岡山市にはどのような保育サービスがあるの？ 

   ■認可保育園に入園できなかったけど、ほかの代替手段はあるの？ など 

保育コンシェルジュ専用ダイヤル（就園管理課内） 

TEL 086-803-1313 
（土・日・祝日を除く 平日の9 時から17 時まで） 

●北区中央福祉事務所 TEL 086-803-1209   ●北区北福祉事務所 TEL 086-251-6530 

●中区福祉事務所   TEL 086-901-1231   ●東区福祉事務所  TEL 086-944-1822 

●南区西福祉事務所  TEL 086-281-9620   ●南区南福祉事務所 TEL 086-230-0321 

※各福祉事務所へのお問い合わせは、月～金（祝日を除く）１０時１５分から１７時まで 
 

 

困った時は 

保育コンシェルジュへ 
お電話を！ 
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